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１． はじめに 

 
多くの地方都市では自家用車の利用に依存した交通体

系が形成されていると考えられるが、特に通勤交通手段

として自家用車に依存することは、時間的・空間的集中

から慢性的な道路交通渋滞を発生させるうえ、乗車人員

1 名の車両が大多数を占めるという効率の悪さから大き

な社会的損失を生じさせていると言えよう。 
それゆえ、通勤交通需要のマネジメントは、成功すれ

ばその効果は大きいと考えられ、多くの自治体あるいは

企業により通勤交通を対象としたTDM 施策が実施され

る例が見られる 1)。 
愛知県豊田市は、大都市圏の中では比較的自家用車へ

の依存が高い中京都市圏 2) にあってさらに自家用車へ

の依存度が高く、第4回中京都市圏パーソントリップ調

査によれば自動車分担率は全目的で約72%、出勤目的で

約83%に達している 3)。そのため出勤時の交通渋滞緩和

が大きな都市交通課題の一つとなっており、平成5年度

から官民一体となってTDM施策に取り組んでいる 4), 5)。

その手法は社会実験による渋滞緩和効果の検証が主であ

ったが、恒常的な施策への展開に至らず、課題の整理に

とどまっていた。 
近年、市民レベルで環境負荷軽減に対する意識が高ま

りを見せているが、平成17年度にはこれを背景に「CO2

排出量の削減」を前面に押し出し、「チャレンジECO通

勤」と称した社会実験を、トラベル・フィードバック・

プログラム（以下TFP）により実施した。 
本稿は、豊田市におけるTDM 施策の経緯を整理しな

がらその効果および課題を示し、平成 17 年度に実施し

た TFP についてこれまでの社会実験との差違を視点に

入れた評価を行うとともに、実務的な視点から多人数を

対象としたWeb上でのTFP実施の課題等の整理を行っ

たものである。 
 

２． 豊田市におけるＴＤＭの取り組み経緯と評価 

 
(1) 豊田市におけるTDMの取り組み 
豊田市は大規模な自動車関連事業所が点在しているこ

とから、通勤時の自動車交通流動は多方向にみられるが、

大きな拠点としては市役所をはじめとする公共施設や商

業・業務機能の集積している中心市街地と、トヨタ自動

車㈱本社を中心とする工業・業務機能の集積するエリア

に分かれる。これら拠点周辺では通勤時間帯の道路交通

渋滞が深刻な問題となっており、平成5年度に建設省中

部地方建設局、愛知県とともにソフト的な渋滞対策すな

わちTDM を包含した新たな渋滞対策として「豊田都市

圏新渋滞対策調査」が開始された。これ以降、継続的に

実施してきたTDMへの取り組みを表-1に整理した。 
 

表－１ 豊田市におけるＴＤＭの取り組み 

H5年度 豊田都市圏新渋滞対策調査開始 
現況課題・渋滞対策メニュー整理 

H6年10月 都心部短距離交通実験バスの運行 
H6年11月 休日イベント時P&R実験 

H7年3月 トヨタ本社地区鉄道通勤への転換実験（歩行支
援策として事業所内シャトルバスを運行） 

H7年11月
都心部における通勤方法転換実験（約1,200名
が参加し、主要幹線道路の渋滞長を半減） 

H8年度 TDM 勉強会設立（H7 年度社会実験参加事業
所を母体として組織した） 

H8年度 豊田市の交通と渋滞に関する市民アンケート
調査の実施 

H11年2月 都心部事業所での「TDMの日」試行 

H11年度 ITSモデル地区実験（道路交通情報板による経
路変更・P&BR・電気自動車共同利用） 

H13年度 「TDM の日」の実施（毎月第 3 水曜日にマイ
カー通勤を控えることを呼びかける） 

H14年度 TDM研究会（名称変更） 
「のりあいエコデー」の実施 

H15年度 
簡易デマンドシステムによる中心市街地バス
運行（H6 年度実験の都心部短距離交通実験バ
スの営業運行開始） 

H15年度 通勤シャトルバスの運行（トヨタ自動車） 

H16年度 
中心市街地・トヨタ本社地区通勤者による
TDM社会実験（主要幹線道路で約16%のCO2
排出量を削減） 

H17年度 
TDM 社会実験「チャレンジECO 通勤」実施
愛知環状鉄道沿線4市（豊田市・岡崎市・瀬戸
市・春日井市）でTFP実施 
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(2) TDM施策の評価と課題 
豊田市における通勤交通を対象としたTDM の取り組

みは、社会実験を基軸とした施策展開に特徴がある。特

に二大拠点である中心市街地とトヨタ自動車㈱本社地区

への通勤者を対象とした社会実験としては、合計4回の

大規模な実験を行っている。 
平成7年度に実施した「都心部における通勤方法転換

実験」では、約1,200名の参加により主要幹線道路であ

る国道 153 号小坂町 10 丁目交差点の最大渋滞長を

800m から 400m へと半減させるとともに旅行速度を

15.6km/h から 20.1km/h へと約 29%向上させるという

効果を得ることができた。しかしこの実験で評価すべき

点は交通現象として計測された効果よりも、むしろ参加

事業所を母体としたTDM 研究会（発足当時はTDM 勉

強会）発足の契機となったことであると考える。以後の

「TDM の日（のりあいエコデー）」の普及啓発や平成

16年度および17年度の大規模な実験は、行政と民間企

業が同席するTDM 研究会の存在により、比較的円滑に

実施することができたと言える。 
しかしながら、TDM 研究会の機能が十分に発揮され

たとは言い難い。会員名簿には 38 事業所が名を連ねた

が、年間 3～4 回程度開催してきた研究会の出席は、官

民合わせて毎回 10 事業所程度であり、参加姿勢として

も「行政（豊田市）へのおつきあい」であること示す発

言も聞かれた。図-1は平成13年度と14年度に実施した

会員アンケート調査からTDM の認知度を集計したもの

であるが、豊田市と他事業所との間には明確な意識の差

違が見られた。 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成 16 年度の TDM 社会実験（手段変更・時差出勤

を実施）は6,156名の参加登録を得た大規模な実験であ

ったが、参加者に対するアンケート調査の回収数は

1,606 票であり、正確な参加実態を把握することができ

なかった。しかしながら主要幹線道路での旅行速度向上

を図るとともに、アンケート回答者の約67%が「会社に

いわれて参加」したが、「環境の改善に少しでも貢献」し

たくて参加した人も 15%程度存在するなどの実態を把

握することができた 4), 5)。 
これらの取り組みにおける成果および課題を踏まえて、

平成17年度にはWeb上の支援システムを活用したTFP
によるTDM 社会実験を実施し、個々の通勤行動変容を

促す試みを行った。 
 
３． ＴＦＰによるＴＤＭ社会実験の実施 

 
(1) チャレンジECO通勤の概要 
実験の目的は、自動車交通削減の有効性に対する通勤

者の意識向上を効果的に図ることに主眼を置き、その効

果の検証を行うものであった。実験対象は平成 16 年度

が豊田市内であったのに対して、愛知環状鉄道沿線の他

3 市にも参加を促した。参加者募集は商工会議所等の協

力により、事業所に対して広報した。また、これまでの

TDM 施策では道路渋滞の緩和を目標として掲げていた

のに対して、本実験ではCO2排出量の削減を目標として

いることを強調し、参加者を募った。 
当初、事業所毎に参加者個人のメールアドレスをとり

まとめ提出を願ったが、個人情報保護の観点から困難で

あることが表明し、事業所は参加登録サイトのアドレス

を従業員に広報するまでとし、登録は参加者個人の意志

に委ねられることとなった。 
実験主体は豊田市TDM 研究会に加えて「豊田市通勤

時交通需要マネジメント部会」（事務局：豊田市）と「中

部圏における通勤交通マネジメントの推進による地球環

境改善に関する検討会（豊田（愛環沿線）エリア調査ワ

ーキング）」（事務局：中部運輸局）の共同実施である。 
参加者は平成17年11月14～18日の5日間、任意で

「ECO 通勤」すなわち①交通手段の変更、②相乗り、

③時差出勤を実施し、Web上の支援システムに交通行動

を記録させた。なお、インターネットを利用できない環

境にある従業者も存在したため、Webサイトと同等の紙

面調査票を作成し対応した。 
また、参加者への特典として、豊田市および岡崎市で

制度化されている買い物袋持参などのエコ行動に付与さ

れるエコシールをCO2削減量等に応じて配付した。 
 
(2) WebによるTFP支援システム 
本実験で実施した TFP の流れは図-2 に示すとおりで

ある。プログラムの各段階を ”Step” と称して、参加者
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に全体の流れを認識させた。多数の参加者に効率的に対

応するために、行動プランの作成支援は豊田市の交通情

報ポータルサイト「みちナビとよた」を活用するように

誘導し、フィードバック情報としてのCO2排出量はシス

テム上で自動的に計算させ即座に表示させた。 
 

 
Webサイトの画面の一部を、図-3に示す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４． ＴＦＰによるＴＤＭ社会実験の評価 

 
(1) チャレンジECO通勤の参加実績 
参加登録者数は Web 上のシステム利用が 1,454 人、

紙面記録票による参加者が206人で合計1,660人であっ

た。実験中の日ごとの通勤記録記入者数は表-2に示すと

おりで、ECO通勤実施者が最も多かったのは15日（火）

の 1,119 人であり、日々約 1,000 人が ECO 通勤を実施

した。通勤メニューとしては、交通手段の変更が約65%、

時差出勤が約35％という結果であった。登録者に対する

実施者の割合（ECO 通勤実施率）は、60～67％程度で

あり5日間の平均は64.3％であったが、日ごとの変化を

見ると実験日数の経過と共に徐々に減少している。 
 

表－２ ＥＣＯ通勤実施実績 

  14日 15日 16日 17日 18日 総 計

交通手段の変更 698 720 719 689 646 3,472

時差出勤 380 399 359 380 346 1,864

ECO通勤実施者 1,078 1,119 1,078 1,069 992 5,336

出勤無し 104 87 104 85 136 516

通常通り出勤 299 268 278 292 293 1,430

記録者総計 1,481 1,474 1,460 1,446 1,421 7,282

（未記入者） 179 186 200 214 239 1,018

登録者数 1,660 1,660 1,660 1,660 1,660 8,300

ECO通勤実施率 64.9% 67.4% 64.9% 64.4% 59.8% 64.3%

 
(2) チャレンジECO通勤の効果 
チャレンジECO通勤によるCO2排出量の削減効果は

表-3 および図-4 に示すとおりである。出勤時の CO2排

出量は5日間合計で13,418,587 g から7,968,536 g に
減少した。割合にして、40.6% の CO2 を削減したこと

になる。この取り組みを1年間（50週）継続した場合に

は、帰宅時の削減量も合わせれば約550 t のCO2を削減

することが可能だと考えられる。なお排出量は主に「環

境的に持続可能な交通（EST）のための二酸化炭素排出

【Step.1】 
■ 参加登録 

 個人判別情報の設定（ID、パスワード） 
 参加者の個人属性（年代、性別、居住地郵便番号、メ

ールアドレス） 
 通勤実態（通勤車種区分、通勤先市町名、自宅出発時

刻、職場到着時刻、マイカー走行所要時間、通勤距離）

■ 参加者の事前意識 
 通勤時の渋滞（渋滞しているか？どう感じているか？） 
 大気汚染に対する意識（必要と感じているか？個人レ

ベルの取り組みは有効か？） 

【Step.2】 
■ ECO通勤プランづくり 

 実施可能なECO通勤の計画（通勤手段、自宅出発時

刻、職場到着時刻、手段別所要時間） 

【Step.3】 
■ 実験期間中の通勤実績記録 

 実験中の日々の通勤実績（通勤手段、自宅出発時刻、

職場到着時刻、手段別所要時間）を記録 

【Step.4】 
■ 実験終了時アンケート調査 

 ECO通勤を実施してみた感想（ECO通勤の難易、自

分のCO2排出量に対する感想） 
 ECO 通勤の意義の理解度（マイカー通勤を控えるこ

とに対する考え） 
 今後の実施可能性（実行する意志） 
 ECO通勤実施の阻害要因（なぜ実行できないのか）

【Step.5】 
■ 実験最終結果報告と追跡調査 

 実験2ヶ月後、実験効果を示し再度行動変容を促す 
 その後のECO通勤実施状況 
 今後の実施可能性（実行する意志） 
 ECO通勤実施の阻害要因（なぜ実行できないのか）

現行通勤時のCO2排出量 

「みちナビとよた」で 

行動プラン作成を支援 

作成プランのCO2排出量 

実験中通勤時のCO2排出量 

現行と比較した削減量 

実験の成果 

・ 個人および全体のCO2削減量

・ 道路交通状況の変化 

・ アンケート結果抜粋 

・ 獲得エコシール枚数

図－２ ＴＦＰの流れ 

図－３ Ｗｅｂサイト画面 



削減量簡易推計システム」（国交省総合政策局環境・海洋

課）に基づき算出した。 
 

表－３ ＥＣＯ通勤によるＣＯ２排出量の削減効果 
  排出量 日平均 

通常の通勤方法によるCO2排出量（g-CO2） 13,418,587 2,683,717
チャレンジECO通勤時のCO2排出量（g-CO2） 7,968,536 1,593,707
CO2削減量（g-CO2） 5,450,051 1,090,010
CO2削減率（％） 40.6% 
参加記録記入者数（人） 7,282 1,456
〔ECO通勤実施者数（人）〕 5,336 1,067
実施者一人あたり平均CO2削減量（g-CO2） 1,021 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
５． ＷｅｂによるＴＦＰの評価と課題 

 
(1) TFPの成果 
実験終了時（Step.4）のアンケートでは、図-5に示す

ようにECO通勤への取り組み意欲は80%が「大いに取

り組みたい」「できるだけ取り組みたい」と回答している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
また、実験終了から 2ヶ月後の調査（Step.5）に回答

した人は Web 参加者 1,454 名のうち 407 名（28%）で

あったが、図-6に示すように、そのうち80%は実験後も

ECO 通勤を実施していることが確認され、一部の参加

者の行動変容を促すことができたと考えられる。 
 

(2) WebによるTFP実施の実務的な課題と反省 
本実験を運営するにあたり、明らかとなった実務上の

具体的な課題と反省点を以下に列記する。 
 

■システム設計 

 即座にCO2排出量情報をフィードバックするために、手

段別の距離あるいは所要時間を入力する形式とした。こ

のため、入力情報の精度が低下した。 
 公共交通機関情報の提供は、みちナビとよたポータルサ

イトを活用したため、参加者のパソコン使用スキルによ

って情報取得の差違があったと考えられる。 
 個人情報保護の観点からシステムサーバを物理的に高

いセキュリティ環境に置く必要があり、高額な費用発生。 
■実験参加者の募集・渉外 

 「豊田市TDM研究会」を主体としながらも、対象は企

業単位ではなく個人単位の募集形式をとった。このため、

事業所ごとの集計が不可能となった。 
 メールアドレスを持たない職員に対して、紙面によるプ

ログラムを実施する必要が生じた。 
 個人情報保護の観点から事業所でのメールアドレスと

りまとめが不可能なケースが発生した。 
■システムの運用 

 事業所内で同じアドレスを複数が共有するケースが

多々あり、直接的なコミュニケーションが阻害された。 
 アドレス入力ミス等から不達メールが多発し、事務局か

らの情報提供が届かないケースがあった。 
 紙面記録票のデータ処理に時間を要し、最終結果報告の

実施時期が遅れ、Step.5の回答者数が減少した。 
 
６． まとめと今後の展望 

 
豊田市では我が国においては比較的早い時期から

TDM 施策に取り組んできた。これにより TDM 研究会

という官民協働の素地が構築されたことは評価に値する

が、断続的な実験の繰り返しは恒常的な施策展開には結

びつきにくかった。そこで平成 17 年度には、マイカー

通勤者が自ら通勤行動を変化させることを促し今後に繋

げていくために TFP を実施した。その結果、一部の参

加者の行動変容を促すことができ、これまでの実験では

把握できなかった実態を捉えることができた。今後は、

本実験での反省を踏まえ、健康増進等の側面から訴える

TFP を展開し、比較分析を行っていくとともに Web シ

ステムの恒常的な活用を検討していく予定である。 
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図－４ 日ごとのＣＯ２排出量の削減効果 
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図－５ Step.4における今後の取り組み意志 

Q実験後、ECO通勤を実施したことがあるか？
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図－６ Step.5における継続実態 


